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１．事業採算性調査の実施の経緯 

東京メトロ東西線 原木中山駅から徒歩２分に所在する信篤地域の公共施設に

ついて、近接する他の公共施設と合わせた再編並びに複合化を図るため、「信

篤複合施設整備事業（以下、「本事業」という。）」の実施を検討しています。 

本事業を行うにあたり、令和６年５月には「原木中山駅前公共施設再編整備

基本構想」を策定しました。また、令和７年２月には、「信篤複合施設整備基

本計画（以下、「基本計画」という。）（案）」に関する市民説明やパブリックコ

メントを実施し、令和７年３月に基本計画を策定しました。基本計画ではサウ

ンディング型市場調査（令和６年10月実施）の結果を踏まえ、想定される事業

パターンの検討を行いました。 

この度、今後予定している事業者の公募に向けて、事業採算性をより具体的

に把握するとともに、本公募に向けた前提条件等を整理するために、事業採算

性調査（以下、「本調査」という。）」を行いましたので、その結果を公表しま

す。 

 

２．実施期間 

実施要領の公表及び配布 令和７年６月 ３日（火） 

参加申込書及び誓約書の受付締切 令和７年６月 20 日（金） 

図書（既存施設の建築図面等）の閲覧 
令和７年６月 25 日（水） 

   ～７月 ４日（金） 

現地見学会 令和７年６月 26 日（木） 

意見・提案書の受付締切 令和７年８月 20 日（水） 

意見交換会の開催 
令和７年８月 27 日（水） 

   ～９月 11 日（木） 

 

３．参加事業者 

参加申込者：１１者（うち３者は辞退） 

意見交換会実施者：８者 

 

４．意見交換会 

 クローズ方式（事業者１者ごとに個別に意見交換会を実施しました。） 



５．参加者からの主な意見の概要 

 

（１）事業パターンについて 

本事業で想定される事業パターンについて、以下の意見がありました。 

 

想定される事業パターン 

項目 Ａパターン Ｂパターン Ｃパターン 

イメージ図 

   

事業 
スキーム等 

対象敷地全体を定期借
地権等により貸付、民
間が整備した建物の公
共施設部分を市が購
入。 
建物は区分所有建物を
想定。 

対象敷地の一部を定期
借地権等により貸付、
民間が公共施設と民間
施設を一括整備。 

対象敷地の一部を定期
借地権等により貸付、
民間が公共施設と民間
施設を一括整備し、民
間施設の一部に公共施
設を導入し市に貸付。 

想定事業 民間開発事業 
公共事業（DB） 
民間借地事業 

公共事業（DB） 
民間借地事業 

貸付期間 70 年以上 30～50 年又は 70 年以上 30～50 年又は 70 年以上 

民間施設 住宅施設・商業施設等 住宅施設・商業施設等 住宅施設・商業施設等 

 

提案があった事業パターン 事業者数 

Ａパターン ２者 

Ｂパターン ６者 

Ｃパターン ０者 

 ※複数のパターンをご提案いただいた事業者については、優先順位の高いパターンで事業者

数をカウントしています。 

 

（Ａパターンの主な意見） 

敷地を分割しないため、他のパターンと比べて建築条件が最も良く、

土地の有効利用及びまちづくりの観点から有利であるとの意見がありま

した。一方で権利関係や竣工後の管理運営が複雑になる、異なる構造の
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施設を一体で整備するため工事費がかさむ、実施可能な事業者が限定さ

れるとの意見もありました。 

 

（Ｂパターンの主な意見） 

権利関係が明確となるため、将来的な管理運営がしやすいなどの意見

がありました。一方で敷地を分割し整備すると、容積率を最大限活用す

ることが出来ないとの意見もありました。 

 

（２）民間施設の用途について 

民間施設に導入する用途として、以下の意見がありました。 

・共同住宅（分譲・賃貸住宅など） 

・商業施設（スーパーマーケット、ドラッグストア、温浴施設、カフェ 

など） 

 

（３）本事業に対する要望等事項について 

・昨今の建設工事費の上昇を踏まえた公共施設整備予算の確保およびイ 

ンフレスライドなど柔軟に対応して欲しいとの要望がありました。 

・市有地の貸付料について、「事業に応じた適正な（相場）金額」や

「相場よりも低廉な金額」を設定してもらえないと事業採算的に厳しい

  という意見が複数ありました。 

・共同住宅を検討している事業者からは出来るだけ長期の貸付（７０年 

以上）を希望するとの意見がありました。 

・駐車場、駐輪場について、公共施設と民間施設の共用化を検討して欲 

しいとの要望がありました。 

 

６．今後の予定 

本調査でいただいた貴重なご意見、ご提案を参考に事業手法や具体的な整

備内容等について検討し、以下のとおり、本事業を推進してまいります。 

 

＜スケジュール（予定）＞ 

本事業の公募開始 令和８年４月頃 

企画提案書の提出 令和８年９月頃 

優先交渉権者の決定 令和８年 11 月頃 

 


